
○上牧町住宅地等開発事業に関する指導要綱 

昭和５５年４月１日 

要綱第１号 

改正 平成９年４月１日要綱第２号 

平成１６年４月１日要綱第１号 

平成１９年１２月２８日要綱第１２号 

平成２５年３月２９日要綱第２号 

（目的） 

第１条 この要綱は上牧町内において開発行為を行う事業者に対し、都市施設の整

備促進をはかるため、協力と応分の負担を要請し、都市建設を合理的に推進する

とともに調和のとれた地域開発によって、公共の福祉の増進に寄与することを目

的とする。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義はそれぞれ次に定めると

ころによる。 

(1) 開発事業 建物の用に供する土地の区画形質の変更及び分譲住宅、賃貸住宅、

寮等の建築造成又は既成宅地（開発検査済証交付後も含む。）の区画形質の変

更 

(2) 事業者 前号の事業を実施するもの 

(3) 公共施設 道路、公園、広場、緑地、河川、水路、上水道、下水道その他公

共の用に供する施設をいう。 

(4) 公益施設 小学校、中学校、幼稚園、保育所、集会所、消防施設、ごみ焼却

施設、汚水処理施設、警察官派出所その他公益の用に供する施設をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は、本町において行われる５００m２以上の開発事業者に適用する。 

２ １つの開発規模が５００m２未満であっても２年以内に同一事業者又は町にお

いて事業者と密接な関係があるとみなされる場合で隣接して事業が行われるとき、

その合算した規模が５００m２以上になるときは前項の規定を適用する。 

３ 国又は地方公共団体等が行う開発事業についてはこの要綱は適用しない。 

４ その他５００m２以上であっても営利を目的としない自己の居住用住宅を建設

する場合は適用しない。 



（事業協議） 

第４条 前条に規定する面積の開発事業をしようとする事業主は、法令等に基づき、

許認可の申請をする前に、あらかじめ町長に申し出て、「開発許可制度等に関す

る審査基準集（技術基準編）」に定めるもの並びに関連する公共施設の整備及び

公益施設の費用負担並びに生活環境等について協議するものとする。なお、事前

協議の申出様式は、第１号様式による。 

２ 事業者は前項の協議を行う前に地元利害関係者と誠意をもって十分協議し、そ

の内容経過書を事前協議申出書に添付しなければならない。 

３ 町長は、第１項の規定により申出た事業主に対し、必要な事項を指示すると共

に、関連事項についても協議するものとする。 

（都市施設の整備） 

第５条 事業主は都市施設の整備について、次に掲げる事項を実施しなければなら

ない。ただし、町長が当該施設の施工について必要でないと認めるものについて

はこの限りではない。 

(1) 開発事業区域内の道路、上下水道、公園、広場、緑地、河川、水路、清掃関

連施設、消防の用に供する貯水施設等は、町の指示に従って自己の費用で入念

に施工しなければならない。 

(2) 事業主は前項に定める公共施設のほか、必要な幼稚園、保育所、小学校、中

学校、公民館、警察、派出所、じんあい焼却施設等の新設又は増設のために要

する費用を負担しなければならない。 

（公共施設の譲渡） 

第６条 事業主は、公共施設を町に無償譲渡しようとする場合は、あらかじめ町長

の検査を受けなければならない。 

２ 町長は、検査の結果、不備の箇所のある場合は、事業主に整備させることがで

きる。この場合の経費は、事業主の負担とする。 

（区画基準） 

第７条 事業主は、開発事業を行うにあたり、１戸（１世帯とする。以下同じ。）

当りの宅地区画面積を次の基準によらなければならない。ただし、町長が第４条

に規定する協議によりやむを得ないと認めた場合は、次の基準に満たない宅地区

画面積とすることができる。 

 



区分 1戸当りの住宅区画基準面積 

(1) 1戸建住宅 第1種低層住居専用地域は165m2以上その他の地域は

130m2以上 

(2) 共同住宅（マンション・

アパート等に類すもの） 

100m2以上 

（注） (2)の場合の「１戸当りの宅地区画面積」の算出は、開発区域の宅地区画

面積を各階の内最大戸数の階の戸数で除したものとする。 

（道路） 

第８条 事業主は、既設道路から事業主の開発する施工地区に通ずる道路を新設又

は改良する必要がある場合は、上牧町町道の構造の技術的基準を定める条例（平

成２５年３月条例第３号）に基づき、自己の費用で施工しなければならない。 

２ 事業主の施工地区内外において新設又は改良した道路で町の管理に属すること

となるものは舗装するものとし、その工法については町長と事業主が協議するも

のとする。 

３ 事業主は、住宅地等開発事業のために既設の道路及び水路等の施設を破損した

場合、事業主の負担により、その損傷箇所を原形に復旧しなければならない。 

（上水道） 

第９条 事業者は、開発区域内に上牧町上水道の給水を受けようとするときは、第

４条に規定する事前協議と並行して上牧町水道事業給水条例に基づき事前申請を

し、その承認を受けなければならない。 

（排水施設） 

第１０条 事業者が開発区域内から放流する雨水又は汚水を排水する必要な施設は、

町長の指示に従い自己の費用で施工しなければならない。 

２ 事業者は、開発区域内から雨水及び汚水を既設水路に放流する場合は、町長の

指示する排水可能な地点まで自己の費用で施工しなければならない。 

３ 事業者は、用排水施設の設置又は改修について、水利関係団体等の同意を得て、

河川、水路等の管理者である長に協議のうえ、町長の指示に従い施工しなければ

ならない。 

４ 事業者は、町長が第１項及び第２項の用排水施設を事業者において単独で施工

することを要しないと決定した場合は、町長に協議のうえ町長が指示する河川改

修負担金を負担しなければならない。 



（公園緑地） 

第１１条 事業主は、開発区域内で町長の指示する樹木、竹林等緑地保存について、

極力保存に努め、公園には町長の指示する遊具並びに街灯等を設置しなければな

らない。 

（ため池施設） 

第１２条 事業主は、開発区域内に溜池が所在する場合、町長の指示をえて、従前

の機能に支障を生じないよう保全するとともに、これを緑地又は公園として整備

しなければならない。ただし、事業計画上溜池の埋立てを必要とするときは、事

前に町長の指示を得るとともに関係地区の住民と協議しなければならない。 

（消防水利） 

第１３条 事業者は、開発区域内に町長が指示する基準による貯水槽、消火栓の施

設及び標識を設置しなければならない。 

（交通安全対策） 

第１４条 事業者は、交通安全施設を開発区域内外に整備及び新設しなければなら

ない。ただし、設置場所及び時期等については町長と協議のうえ施工しなければ

ならない。 

（公害防止） 

第１５条 事業主は、住宅地等開発事業の施行によって公害を起こし、又は公害を

起こすおそれがある場合は当該工事を中止し、その原因を除去しなければならな

い。 

（その他生活環境） 

第１６条 事業主は、日照権、通風、テレビ電波障害、駐車場及び緑化等の生活環

境については十分に配慮しなければならない。 

２ 事業主は、共同住宅等の建築物に関し、景観に留意し、日照の影響について町

長と協議すると共に附近住民に誠意をもって説明しなければならない。 

３ 事業主は、共同住宅等の建設にあたっては、入居者の自動車保有台数を想定し、

必要な駐車施設を設けなければならない。 

（工事施行中における災害防止） 

第１７条 事業主は、開発事業を行う場合は、防災工事及び災害防止施設を施し、

下流流域及び周辺地に災害又は被害を与えないよう充分な措置をし、災害又は被

害を起こし、又は起こすおそれがある場合は当該工事を中止し、その原因を除去



しなければならない。 

（被害の補償） 

第１８条 事業主は、開発事業の施行により生じた渇水、洪水、工事中における土

砂の搬出入、資材の搬入、振動、騒音等により附近住民及び周辺土地への直接的

及び間接的な被害については、その補償の責を負わなければならない。 

（開発事業の変更又は廃止） 

第１９条 事業主は、開発事業の計画を変更又は廃止しようとするときは、事前に

町長に協議し、その同意を得なければならない。 

（協定書及び覚書） 

第２０条 事業主は、開発事業着手前にこの要綱に基づき協定を締結し、協定書に

関する各条項の詳細を明確にするため、別途覚書（第２号様式）を作成しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第２１条 この要綱にそいがたいもの又は定めのないものについて、その都度町長

が定める。 

附 則 

１ この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。 

２ 上牧町住宅地等開発事業に関する指導要綱（昭和５２年要綱第１号）は、廃止

する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、改正前の上牧町住宅地等開発事業に関する指導要綱によ

って工事を着手している者及び協議済の者は、なお従前の例による。 

附 則（平成９年４月要綱第２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年４月要綱第１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の上牧町住宅地等開発事業に関する指導要綱によ

って工事を着手している者及び協議済の者は、なお従前の例による。 

附 則（平成１９年１２月要綱第１２号） 



（施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の上牧町住宅地等開発事業に関する指導要綱によ

って工事を着手している者及び協議済の者は、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年３月要綱第２号） 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。


